
団体名： 岩倉市商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 252.5 ％） （達成度 136.7 ％） Ａ Ｂ 上げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 92.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 86.7 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 91.7 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 0.0 ％） （達成度 ％） Ｃ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 104.4 ％） （達成度 92.7 ％） Ｂ Ｂ 上げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ｂ 現行どおり 現行どおり

・巡回窓口指導実企業数
785社
・巡回窓口指導延件数
1,894社
・課題解決提案件数　41件

・指導対象者数（企業数）
76人
・指導延日数　565日
・指導延回数　832回

適正な経理処理により作
成された試算表・決算書
により、経営状況の判断
が可能となった。　ま
た、窓口指導により経理
処理に関する事業者の疑
問解決がみられた。

総
合
評
価

Ａ

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数

小規模・零細事業者に各
種施策等制度を説明し、
事業経営のサポートがで
きた。

実績
数値

411894
目標
数値

750
実績
数値

目標
数値

30

目標
数値

82
実績
数値

指標
事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営基盤の弱い小
規模事業所に対し
て伴走型支援を遂
行することで支援
内容の充実に重点
を置きながら事業
所支援を行う。

巡回・窓口相談指
導事業

指標

指導事業所数

経営基盤の弱い小規模零細
企業を中心に、経営全般に
ついての様々な相談につい
て、経営及び技術の改善を
図り健全な企業を育成する
とともに、創業・経営革新
への積極的な支援を実施す
るため、巡回及び窓口相談
指導を行う。

記帳継続指導

個人事業主等を対象に、正
しい記帳方法等税務に関す
る様々な相談への指導や、
年末調整、決算・確定申告
の指導を行うことによっ
て、適正な経理・申告を行
い、事業者の資質や経営力
の向上、節税等につなげる
ことを目的とする。

小規模事業者

76
目標
数値

実績
数値

目標
数値

12
実績
数値

11
目標
数値

指標
小規模事業者持続化補助
金や経営革新等におい
て、経営計画を策定し
て、事業所に対して事業
の見つめ直しと計画性を
示すことができた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

指標

実
施
側
の

事
業
評
価

300
実績
数値

260
目標
数値

事業計画策定支援

多様化する経営環境に対応
するため、小規模事業者に
とって必要な金融・税務・
経理・労働・情報化等の知
識習得や時事的な問題につ
いての啓もうを図り、事業
者の資質の向上と円滑な事
業運営に資することを目的
とする。

小規模事業者の売上と利益
の確保に向け、経済情勢の
変化と経営課題に対応した
事業計画の策定について、
寄り添った支援を実施し、
小規模事業者の経営力強化
を図ることを目的とする。

小規模事業者

小規模事業者・事業計画策定支援件数
　11件

講習会開催回数及び受講予定
者数
・集団　 8回　67人
　（内、経営革新　1回１人）
・個別 22回　193人
（労働保険年度更新１回、源
泉･年末調整3回、決算申告5
回、消費税申告１回、記帳継
続10回等）

指標

講習会

受講事業所数

小規模事業者の資質向上
と経営基盤の強化を図る
ことができ、税務相談や
決算申告講習の実施によ
り納税意識を高めた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

支援が計
画策定の
段階まで
進まな
かった。

目標
数値

2
実績
数値

0
目標
数値

指標
小規模事業者に対し支援
を段階的に行うことで、
円滑な事業承継を進める
ことができた。
計画書作成について具体
的な支援をしていきた
い。

総
合
評
価

Ｃ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事業承継計画策定支援
指標

目標
数値

指標

創業計画策定支援

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

指標
事業計画策定支援件数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

目標
数値

3
実績
数値

3
目標
数値

指標
創業計画の策定を支援す
ることで円滑な創業を支
援することができた。ま
た、創業後も事業運営に
ついて支援ができた。
計画書作成支援による具
体的な支援をしていきた
い。

実績
数値

目標
数値

10245
実績
数値

47

入部資格のある事
業所の把握に努
め、積極的に勧誘
を行っていく。講
習会や地域社会貢
献活動については
現行通り実施す
る。

事業参加者数

地域まつりの設営・出店
及びサンタクロース訪問
事業を行うことにより、
地域社会への貢献及び商
工会青年部の活動をＰＲ
することができた。

総
合
評
価

実績
数値

開業に係る支援体
制をPRすることに
よって、岩倉市内
における創業者・
創業予定者を積極
的に増やしてい
く。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

Ｂ

今後の展開・改善点等

〇

〇

〇

〇

〇

小規模事業者の高
齢化に伴い増える
であろう廃業等の
相談について、円
滑な事業承継支援
のできる体制を整
える。

小規模事業者持続
化補助金等の補助
金事業及び事業所
支援を行っていく
上で、適宜事業計
画を策定してい
く。

定期的に指導を行
う事で、事業所の
状況や問題点を適
切に把握し、より
良い経営状態にな
るようサポートす
る。

集団講習会は事業
者の資質向上を図
り円滑な運営に資
するよう実施し、
個別講習会は金
融・税務等の内容
で実施する。

小規模事業者の維持継続や
成長発展を目指すため、事
業承継の計画策定・実行支
援を実施し、円滑な事業承
継を行うことを目的とす
る。

指標

部員数

目標
数値

110

指標

実
施
側
の

事
業
評
価

２０１９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

商工会員若手
事業主・若手

後継者

創業予定者

小規模事業者

青年部
・部員数47名
・地域夢づくり事業
　参加人数12名
女性部
・各種まつり事業、講習会
事業
　延参加人数90

・創業計画の策定支援件数
3件

・事業承継計画策定支援件
数
　0件

青年部・女性部事
業

創業希望者の創業
計画の策定支援

事業承継計画策定
支援

(青年部)市内商工業者の若
手事業主・後継者を対象に
組織し、地域経済活動の促
進及び地域社会への貢献を
するとともに、地域の総合
的な振興を図ることを目的
とする。
(女性部)部員相互のコミュ
ニケ－ション並びに各事業
所間の情報交換の場を設け
ることにより、地域の発展
を模索するとともに、新規
部員の増加を目的とする。

岩倉市が抱える大きな課題
のひとつである事業者の減
少に歯止めをかける創業支
援について、創業予定者・
創業者に対し、開業に向け
た支援を実施し、岩倉市に
おける新規開業者を積極的
に増やすことを目的とす
る。



団体名： 岩倉市商工会

得られた効果 備考
事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績

主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

２０１９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 125.4 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 105.3 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 上げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 128.9 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 0.0 ％） （達成度 152.0 ％） Ａ Ｂ 現行どおり 廃止

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ｂ 現行どおり 廃止

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 140.0 ％） （達成度 82.4 ％） Ａ Ｂ 現行どおり 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 107.3 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 0.0 ％） （達成度 ％） Ｃ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｄ Ａ 現行どおり

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。

※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。

※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。

Ｃ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

おしごと体験開催
による事業所ＰＲ
及び後継者育成事
業を実施により、
双方の資質向上と
ともに相互交流を
図る。なおコロナ
ウィルス感染予防
策を講じた上で実
施については慎重
に検討していく。

未実施の
ため満足
度調査を
行うこと
が出来な
かった。目標

数値
20

実績
数値

0
目標
数値

実績
数値

指標

事業参加者数

指標

新型コロナウイルスに伴
う開催自粛要請を受けて
実施なし。

地区内事業所
小規模事業者

指標
構成員数

指標

産業団体

発展会や法人会、青申会な
どの産業振興や税務支援団
体の活動をサポートし、地
域社会への貢献や商工業者
の活性化に資することを目
的とする。

総
合
評
価

小規模事業者
若手・後継者等育
成事業

職業体験を実施し、若手経
営者である青年部の事業所
をＰＲし、青年部の事業所
の事業内容に興味を持って
もらい、将来の市内の創業
及び後継者の育成を目的と
する。

新型コロナウィルス感染症
拡大防止のため、実施せ
ず。

各団体の事業活動により
小規模事業者・商工業者
の資質向上及び経営基盤
の強化を図ることができ
た。

総
合
評
価

各団体が実施する事業の事
業運営に努め、地区内の商
工業の発展に寄与した。
委託団体数　6団体

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事業者の高齢化に
伴い廃業による脱
退者が多くみられ
るため、加入促進
を行い現状維持に
努める。

目標
数値

800
実績
数値

858
目標
数値

実績
数値

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

次年度も同様に合
同説明会を開催
し、地区内事業所
の人材の確保に努
める。

目標
数値

5
実績
数値

7
目標
数値

420
実績
数値

346

指標
参加企業数

指標
参加者数

従業員不足の時代に企業
展の開催をすることによ
り、事業所は人材の確保
に繋げることができた。

小規模事業者

指標
発行部数

指標
国・県の施策並びに商工
会事業の周知を行うこと
ができた。
商工会事業以外の他機関
の情報を掲載することに
より、ホームページへの
関心が増えた。

調査・広報・情報
化推進事業

小規模事業者関連の施策の
周知および利用を促すた
め、広報活動を行う。

総
合
評
価

商工業者他雇用促進事業

就業者の確保・育成を図る
ため、商工業者等における
意欲と能力のある担い手育
成対策を促進する。また、
検定事業をを行うことによ
り、地域の人材育成に資す
ることを目的とする。

総
合
評
価

就職フェア
参加企業数　7企業
参加者数　　46名

珠算検定　参加者数
6月　 90名　　9月　78名
11月　74名　　2月　104名

商工通信年2回発刊（7月・1
月）
発行部数　2,000部

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

巡回等により常に
会員のニーズをの
把握に努め、掲載
記事編集の改善を
図り、タイムリー
な記事掲載を目指
す。

目標
数値

2000
実績
数値

2000
目標
数値

実績
数値

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

電子マネーの利便
性が事業所の利益
向上につながるこ
とを事業所向けに
PRし、新規参加店
舗を増加させる。目標

数値
15

実績
数値

0
目標
数値

100
実績
数値

152

指標

参加店舗数

指標

参加店舗数
交通系電子マネーを通し
て市民の消費を喚起し、
参加店舗の売上アップに
繋げることができた。
　また、商品券事業につ
いては消費喚起、店舗へ
の集客に繋がった。

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

多くの観光客を呼
び込み、地区内の
産業活性化を図
る。今後も行政と
の協議を通して内
容の充実・総合的
な企画立案の改善
に取り組む。

目標
数値

325000
実績
数値

419000
目標
数値

実績
数値

指標

来訪者数

指標 市や県内外からの観光客
による市内での消費が多
くあり、市内事業所の売
上アップ効果やPR効果を
得られたと同時に、岩倉
市を広くPRすることがで
きた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

未加入事業所への
勧奨活動を通し
て、新規加入事業
所の増加を図る。目標

数値
38

実績
数値

40
目標
数値

指標

労働保険料を事業主に変
わり納付と確定申告を行
うことで事業主の事務負
担を軽減することができ
た。また、未加入事業所
を適用促進を図り労働保
険の重要性をＰＲでき
た。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

地区内事業所

指標

委託事業所数

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
260

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

各種共済について
は今年度と同様
に、巡回・窓口相
談の際にメリット
を説明し、加入を
進めていく。健康
診断も同様に行い
健康意識を高めて
いく。

260

事業参加人数
各種共済制度のメリット
を理解してもらい、加入
促進に繋がった。
また、健康診断は、各事
業所や従業員の健康意識
を高めることができた。

商店街・街づく
り・産業活性化事
業

地域振興祭事業

日本の桜名所100選にも選ば
れている五条川の桜を観光
資源として発信しつつ、地
域の産業（地域資源や観光
資源）のPRを行い、地域の
総合的な振興を目的とす
る。
また、まつり事業と並行し
て部会・委員会事業を行
う。

事業主の委託を受けて、事
業主に代わって労働保険料
の申告納付、その他労働保
険に関する各種届出等を行
うことにより中小事業主事
務処理負担を軽減し、労働
保険の適用促進及び労働保
険料の適正な徴収を図るこ
とを目的とする。

中小・小規模事業の経営・
雇用の持続的な安定を図る
ために、各種共済制度の普
及等や事業主及び従業員を
対象に健康診断事業を実施
することで、企業の健全な
育成に資することを目的と
する。

〇

〇

350

中小企業者他

指標
各種共済加入者数

実績
数値

439
目標
数値

指標

労働保険事業

福利厚生事業

交通系電子マネーを、商店
街の店舗で利用できるよう
にすることにより、消費者
の利便性の向上を図りつつ
顧客の獲得、店舗のPRを行
う。また、消費税増税によ
る地域経済の停滞を防止す
ることを目的として、プレ
ミアム付商品券を発行す
る。

目標
数値

マナカ連携事業
新型コロナウィルス感染症
拡大防止のため、実施せ
ず。
プレミアム商品券事業
参加店舗数　152店

桜まつり
平成31年3月10日より10日間
開催　40万人来訪
市民ふれ愛まつり
令和元年11月9日、10日開催
1.9万人来訪

委託事業所の労働保険料納
付と労働保険の適用促進を
行った。
(委託事業所数：40事業所)

共済
巡回時等でPRを行い、普及
に努めた。　新規加入者数
22名
健康診断　R１　9月25日
70名
　10月 1日 　99名
　10月 7日   91名

小規模事業者
地域商業者

小規模事業者


